
 

事業用定期借地権設定契約書（例） 

 

借地権設定者 横浜市（以下「甲」という。）と、借地権者 ●●（以下「乙」という。）と

は、「旧ひかりが丘小学校活用事業」（以下「本事業」という。）に関し、甲の所有する別紙

物件明細書の土地（以下「本件土地」という。）について、次のとおり借地借家法（平成３

年法律第 90 号。以下「法」という。）第 23 条第２項に定める事業用定期借地権（以下「本

件借地権」という。）の設定に関する契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。 

 

（目的） 

第２条 甲は、本件土地に関し令和●年●月●日に甲及び乙が締結した本事業に関する「事

業用定期借地権設定及び公有財産売買契約に関する予約契約書」（以下「予約契約」とい

う。）第４条第１項により甲が承認した事業計画書（以下「事業計画書」という。）に基づ

く乙による事業の実施を目的として、乙に対して本件土地を賃貸し、乙はこれを賃借する。 

２  乙は、前項の事業計画書について、本契約締結後にその内容を変更する場合は、甲の書 

面による承認を得るものとする。 

３ 本件借地権は、建物所有を目的とする賃借権とする。 

４ 本契約により設定される本件借地権については、契約の更新（更新の請求又は土地の使 

用の継続によるものを含む。）又は建物の築造による第５条の存続期間の延長はなく、乙

は、甲に対する建物買取請求権を有しないものとする。 

５ 本件借地権には、法第３条から第８条まで並びに法第 13 条及び法第 18 条の適用はな 

いものとする。 

 

（用途指定） 

第３条 乙は、本件土地及び本件土地に存する建物（以下「本件建物」という。）（以下これ

らを「本件土地等」という。）を次の用途（以下「指定用途」という。）に供しなければな

らない。 

用途 ［提案内容に基づいて記載］ 

２ 乙は、事業計画書に基づき、本件土地等を令和●年●月●日（以下「指定期日」という。） 

までに指定用途に供しなければならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承諾がある

場合は、この限りでない。 

 

（指定用途の変更等の承認） 

第４条 乙は、次のいずれかの場合において、指定用途の変更若しくは解除又は指定期日の 

変更を必要とするときは、事前に詳細な理由を付した願書を提出し、甲の書面による承認 



 

を得なければならない。 

(1) 不可抗力又は過失によって本件土地が滅失又はき損し、引き続きその用に供すること 

が著しく困難又は不可能である場合 

(2)  社会経済情勢の著しい変動、代替施設の設置等により、本件土地の全部又は一部を 

引き続きその用途に供することが真に困難又は不適切となった場合 

 

（存続期間） 

第５条 本件借地権の存続期間は、令和●年●月●日から令和●年●月●日までの 25 年間 

 とする。 

  

（引渡し） 

第６条 甲は、前条に定める存続期間の開始日に、本件土地を現状有姿で引き渡したものと

する。 

 

（貸付料及び据置期間） 

第７条 本件土地の貸付料は、令和●年●月●日までの期間については、月額金●●●円と

する 

２ 前項に定める期間が満了した後の期間に係る貸付料については、甲の定める貸付料算

定基準に基づき算定するものとし、その据置期間は５年間とする。 

３ 第１項に定める期間が満了した後の期間に係る貸付料の額は、甲から乙に文書にて通

知する。 

４ 第２項に定める貸付料据置期間が満了した後の貸付料の算定、貸付料の据置期間及び

通知については、前２項の規定を準用し、本件借地権の存続期間の満了まで同様とする。 

５ 本件土地の貸付料の発生日は、本件借地権の存続期間の開始日からとする。ただし、月

の借地期間が１か月に満たないときは、その月の日数による日割り計算で算出する。この

場合において、１か月は 30 日として計算する。 

６ 乙は、第１項及び第３項に定める貸付料を、甲の発行する納入通知書により甲の定める

期日までに納付しなければならない。 

 

（貸付料の改定） 

第８条 甲が社会経済情勢及びその他の理由により、貸付料の額が実情にそぐわなくなっ

たと判断したときは、前条の規定にかかわらず、乙に対し貸付料の増額を請求することが

できる。



 

 

（貸付料の納付の遅延に伴う違約金） 

第９条 乙は、貸付料を第７条第６項の規定により甲の定める期日までに納付しないとき 

は、甲に対し、その期日の翌日から実際に貸付料を納付した日までの期間の日数に応じ、

当該貸付料の金額（1,000 円未満の端数があるとき又は全額が 2,000 円未満であるとき

は、その端数又はその全額を切り捨てる。）について、年 14.6 パーセントの割合を乗じ

て計算した違約金を、別途、甲の請求により、その指定する期日までに支払わなければな

らない。ただし、違約金の額に 100 円未満の端数があるときはその端数を切り捨てるもの

とし、違約金の全額が 100 円未満であるときは、その全額を切り捨てる。 

 

（保証金） 

第 10 条 乙は、本契約の締結と同時に、甲の債権を担保するため、保証金として金●●● 

円を甲に預託しなければならない。 

２ 前項の保証金は、本件土地の原状回復その他第 23 条第１項に規定する本件土地の更地 

返還を懈怠した際に乙が支払うべき費用、第 23 条第３項に規定する損害金、第 24 条に

規定する違約金、第 28条第１項に規定する損害賠償金、その他本契約に基づき乙が負担

すべき一切の債務又は費用の支払に充当するものとする。 

３ 本契約の終了に伴い乙が本件土地を甲に返還した場合において、乙が甲に対し支払う

べき債務等があるときは、甲は、前項の規定により第１項に定める保証金の額から乙が甲

に対し支払うべき債務等の額を差し引いた金額を、乙が甲に対し支払うべき債務等がな

いときは当該保証金の全額を遅滞なく乙に返還しなければならない。この場合において、

当該保証金の額が乙が甲に対し支払うべき債務等の額に満たない場合、乙は、甲に対し、

甲が指定する期日までにその不足額を支払わなければならない。なお、当該保証金には、

利息を付さないものとする。 

４ 乙は、保証金返還請求権をもって、甲に対する貸付料その他の債務と相殺することがで

きない。 

５ 乙は、甲の書面による承諾を得て第三者に本件借地権を譲渡し、かつ、これとともに甲 

に対する保証金返還請求権を譲渡する場合を除いて、同請求権を第三者に譲渡すること

はできない。 

６ 乙は、保証金返還請求権に、質権その他の担保権を設定することはできない。 

 

（用途制限等） 

第 11 条 乙は、本件借地権の存続期間の満了の日までに、本件土地等を次の各号に掲げる 

用に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、本件土地について地上権、賃借

権その他の使用及び収益を目的とする権利の設定をしてはならない。 

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第 



 

２号に規定する暴力団の事務所その他これらに類するものの用 

(2)  前号に定めるもののほか、反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用 

する等公序良俗に反する用 

(3)  風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122号）第２ 

  条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これら 

に類する業の用 

 

（本件借地権の譲渡） 

第 12 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件借地権を譲渡してはならない。 

２ 乙は、本件借地権に係る土地を分割して譲渡すること、本件建物の所有権と分割して譲 

渡すること、又は保証金返還請求権と分離して譲渡することはできない。ただし、あらか

じめ甲の書面による承諾がある場合は、この限りでない。 

３ 乙は、本件借地権を第三者に譲渡する場合には、本契約の内容を書面にて第三者に承継 

させなければならない。 

４ 甲が第１項の承諾をしたときは、乙は、甲に対する保証金返還請求権を本件借地権の 

譲受人に譲渡しなければならない。 

 

（本件土地の転貸等） 

第 13 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件土地を、名目のいかんにかかわら 

ず第三者に転貸し、又は使用させてはならない。 

 

（本件建物の新築又は増築等） 

第 14 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件建物を新築、増築、改築又は解体 

（以下「新築又は増築等」という。）をしてはならない。 

２ 乙は、前項における承諾を得る場合は、甲の定める算定基準により算定した借地条件変

更承諾料を甲の発行する納入通知書により甲の定める期日までに納付しなければならな

い。ただし、事前に締結した「旧ひかりが丘小学校後利用事業に関する事業計画書」内で

計画されている新築又は増築等を行う場合は、この限りではない。 

３ 第１項の規定により甲が本件建物の新築又は増築等を承諾した場合において、甲が新 

 築又は増築等の内容について設計図面の提出を求めたとき、乙は遅滞なくこれに応じな 

ければならない。 

４ 乙が行う新築又は増築等は、本件借地権の存続期間中に行うものとする。 

 

（本件建物の賃貸） 

第 15 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件建物を賃貸してはならない。 

２ 乙が、前項の甲の承諾を得て本件建物を第三者に賃貸する場合、第三者と締結する契約 



 

書において、次の各号をすべて明記しなければならない。 

(1) 法第 23 条第２項に定める事業用定期借地権が設定された土地上の建物の賃貸借契 

  約であること。 

(2)  第 23条第１項に規定する本件建物の収去に伴い、建物の賃貸借契約が終了すること。 

３ 前項の契約を締結した場合、乙は、甲から本件建物の賃貸借契約書の提示を求められ 

たときは、これに応じなければならない。 

４ 乙は、建物賃借人との賃貸借契約において法第 35 条の効果を生じさせないために、本 

件借地権の存続期間の満了の１年前までに、本契約の期間が満了し、同期間満了により建

物が取り壊される旨を、建物賃借人に通知しなければならない。 

５ 甲は、建物賃借人に対し、本契約が終了する１年前までに、本契約の終了時期を自ら通 

知できるものとし、乙はこれに異議を述べない。 

  

（本件建物の譲渡） 

第 16 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件建物を譲渡してはならない。 

 

（建物買取請求権等の放棄） 

第 17 条 乙は、本契約の終了に際し、本件建物・工作物等の買取りを、甲に請求すること

はできない。 

２ 乙は、本件借地権の存続期間中、乙が本件土地を維持保全し、改良を加えた場合でも、 

乙は、甲に対し、その費用を必要費又は有益費として償還請求することはできない。 

 

（本件借地権に係る担保権の設定） 

第 18 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件借地権に担保権を設定することは 

できない。 

２ 乙は、前項の規定により甲が本件借地権に対する担保権設定を承諾した場合であって 

も、保証金返還請求権に対する担保設定をすることはできない。 

３ 甲は、第１項による承諾を受けた担保権の実行については、担保権者と協議を行い、別 

途協定を締結することができる。 

 

（承諾事項） 

第 19 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、次の各号の行為をしてはならない。た

だし、第２号に掲げる行為のうち、これらの行為の程度が軽微であると甲が認めた場合は、

この限りでない。 

(1) 本件土地の区画形質又は地盤高を変更すること。 

(2) 本件土地への工作物の新設及びその解体。 

 



 

（維持保全義務、調査協力義務等） 

第 20 条 乙は、善良な管理者の注意をもって、擁壁及びフェンスを含む本件土地の形状の 

維持保全に努めなくてはならない。 

２ 乙は、本件土地の使用に関し、近隣所有者より苦情のある場合は、乙の費用と責任にお 

いて解決しなければならない。 

３ 乙は、本件土地が乙の責めに帰すべき事由によって損壊した場合は、乙の負担により修

繕を行うものとする。 

４ 前項の事由による本件土地の損壊により第三者に損害を与えた場合には、乙はその賠

償の責めを負うものとする。 

５ 甲は、本件借地権の存続期間中、随時、本件土地等について、その使用状況を実地に調 

査することができ、乙は、これに協力しなければならない。 

 

（甲による契約の解除） 

第 21 条 甲は、乙が次の各号の一に該当することとなった場合は、相当の期間を定めて催 

告のうえ、本契約を解除することができる。 

(1) 不渡処分、滞納処分、強制執行を受けたとき又は競売、破産、民事再生の申立てがあ 

ったとき 

(2) 本件土地を第 3 条に定める指定用途以外の用途に使用したとき 

(3) 第 7 条に規定する貸付料の納付を怠ったとき 

(4) 第 12条に違反して、本件借地権を譲渡したとき 

(5) 第 13条に違反して、本件土地を第三者に転貸又は使用させたとき 

(6) 第 14条に違反して、本件建物の新築又は増築等をしたとき 

(7) 第 15条に違反して、本件建物を賃貸したとき 

(8) 第 16条に違反して、本件建物を譲渡したとき 

(9) 第 18条に違反して、本件借地権に担保権を設定したとき 

(10) その他本契約の規定に違反する行為があったとき 

２ 甲は、神奈川県警察本部からの通知等に基づき、乙が次の各号に掲げる者であることが 

判明した場合には、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。 

(1) 横浜市暴力団排除条例（平成 23 年 12 月横浜市条例第 51 号）第 2 条第 2 号に規定す 

る暴力団、同条第 4 号に規定する暴力団員等、同条第 5号に規定する暴力団経営支配法

人等又は同条例第 7 条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者（法

人その他の団体にあっては、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ

らに準ずる者をいう。）が暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものをいう。） 

(2)  神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75 号）第 23条第 1 項又は第 2 

項に違反している事実がある者 

３  甲は、乙が第 11 条の規定に違反した場合には、何らの催告等を要せず本契約を解除す 



 

ることができるものとする。 

４  前３項の場合において、解除により乙に損害が生じても、甲はその損害を賠償する責 

任を負わないものとする。 

５ 甲は、本件土地を甲において公用又は公共用に供するため必要を生じた場合は、地方自 

治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 238条の５第４項の規定に基づき、本契約を解除するこ

とができる。 

 

（乙による契約の解除） 

第 22 条 乙は、天災地変その他乙の責に帰し得ない事由により、本件土地等が滅失又は著 

 しく損傷し、契約の目的を達することができない場合は、甲に対して本契約の解除を申 

し入れることができる。 

２ 甲は、前項の規定に基づく申し入れに対し、正当な事由があると認めるときは、本契約

の解除を承諾し、書面によりその旨を通知する。 

 

（更地返還及び明渡し） 

第 23 条 乙は、第５条の本件借地権の存続期間が満了した場合又は前２条若しくは第 26 条

第３項の規定により本契約が終了する場合には、乙の費用負担及び責任において、甲の指

定する期日までに、設置時期のいかんを問わず、本件建物（地中の杭を含む。）、工作物等

（擁壁及びフェンスを除く。）及び備品を収去し、更地で甲に返還しなければならない。 

２ 本件借地権が第５条の本件借地権の存続期間の満了によって消滅する場合には、乙は、 

同期間の満了の日の１年前までに、本件建物の取壊し等本件土地の返還に必要な事項（本

件建物を第 15 条に基づき賃貸する場合にあっては建物賃借人の退去等を含む。）を書面

により甲に報告し、甲の了承を得るものとする。 

３ 乙は、第１項に規定する本件土地の返還が遅延した場合には、返還すべき期日の翌日か 

ら実際に返還した日までの日数に応じ、月額貸付料の３倍に相当する損害金を甲に支払

わなければならない。この場合において、１か月に満たない端数期間があるときは、１か

月は 30 日とし、その月における日数による日割計算で損害金を算出する。 

４ 本契約の終了時において、甲が乙に対し、本件土地を第１項に規定する更地の状態に復 

することなく本契約終了時の現状のままで明け渡すべきことを書面で通知した場合、乙

は、本件土地を更地にする義務を免れる。ただし、この場合においても、乙は甲に対し、

本件土地等の整地や改良等に要した費用を請求することはできない。 

 

（違約金） 

第 24条 乙は、本件借地権の存続期間中に、次の各号の一に該当する事由が生じた場合は、 

それぞれ当該各号に定める金額を違約金として、甲に支払わなければならない。 

(1) 第２条、第３条、第 11 条から第 13 条まで、第 15 条又は第 16 条に定める義務に 



 

違反した場合  年額貸付料相当額 

(2)  第 14条、第 18 条又は第 19 条に定める義務に違反した場合  月額貸付料の３倍相当    

額 

(3)  第 20 条に定める義務に違反した場合において、甲がその状態を是正するため有効な

措置を講じるよう催告したにもかかわらず乙が有効な措置を講じないとき  月額貸付料

の３倍相当額 

２ 前項に規定する違約金は違約罰であって、第 28 条に定める損害賠償額又はその一部と解 

釈しない。 

 

（登記） 

第 25 条 甲は、本契約締結後、乙が本件借地権設定登記を行うために甲に協力を求めた場 

合、これに協力するものとする。この場合の登記に要する費用は乙の負担とする。 

２ 本件借地権の存続期間が満了した場合又は第 21 条、第 22 条又は第 26 条第３項の規定

により本契約が終了する場合には、乙は、甲の指定する期日までに、自己の費用負担によ

り本件借地権の抹消登記を完了させなければならない。 

３ 乙が前項の規定による義務を履行しない場合には、甲は本件借地権の抹消登記に係る 

手続を行うものとする。この場合の登記に要する費用は乙の負担とする。 

 

（契約不適合責任） 

第 26 条 乙は、本契約締結後、本件土地に直ちに発見することができない本契約の内容（面 

積は除く。）に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）があることが判明した場合

には、引渡しの日から１年間に限り、甲に対し、当該契約不適合に係る代金減額を請求で

きる。ただし、履行の追完請求、損害賠償の請求及び本契約の解除をすることはできない。 

２ 前項における代金減額の上限は、第５条に定める本件借地権の存続期間における貸付

料の総額に相当する額とする。 

３ 第１項における代金減額の請求額が、上限と同程度又は超過する場合、甲は、本契約 

を解除することができる。この場合、乙は甲に対し、当該解除を理由とした損害賠償を請

求することができない。 

 

（暴力団等からの不当介入の排除） 

第 27 条 乙は、本契約の履行に当たって、横浜市暴力団排除条例第２条第２号に規定する 

暴力団又は同条第４号に規定する暴力団員等から不当介入を受けた場合は、遅滞なく甲

に報告するとともに、所轄の警察署に通報し、捜査上の必要な協力等をしなければならな

い。 

 

 



 

（損害賠償等） 

第 28 条 乙は、本契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたとき又は甲が第 21 

条第１項から第３項までの規定により本契約を解除した場合において、甲に損害を与え

たときは、その損害に相当する金額を損害賠償として甲に支払わなければならない。 

２ 乙は、第 21 条第５項の規定に基づき本契約が解除された場合において、損失が生じた 

ときは、甲に対し地方自治法第 238 条の５第５項の規定に基づきその補償を請求するこ

とができる。 

 

（契約の費用） 

第 29 条 本契約の締結及び履行に関して必要な一切の費用は、全て乙の負担とする。 

 

（通知事項） 

第 30 条 乙は、次のいずれかの事由が生じたときは、甲に対し、遅滞なくその旨を書面に 

て通知しなければならない。 

(1) 名称、主たる事務所の所在地又は連絡先・電話番号を変更したとき。 

(2) 代表者を変更したとき。 

(3) 解散したとき。 

 

（協議事項） 

第 31 条 本契約に関する解釈の疑義又は本契約に定めのない事項については、甲と乙が協 

議して、別途書面で定めるものとする。 

 

（裁判管轄） 

第 32 条 本契約に関する訴訟の提起等は、甲の所在地を管轄する裁判所に行うものとす 

る。 

 

（強制執行の認諾） 

第 33 条 乙は、本契約による金銭債務を履行しないときは直ちに強制執行に服する旨陳述 

した。 

 

 

 

 

 

 



 

本契約の成立を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうえ、各自

１通を保有する。 

 

令和●●年●月●日 

 

 

貸 付 人（甲） 横浜市中区本町 6 丁目 50 番地の 10 

横浜市 

横浜市契約事務受任者 

横浜市総務局長 ●● ●● 

 

借 受 人（乙）  

 

 

 

 

 

物件明細書 

 

土地の表示 

所在 地目 
公簿面積 

（平方メートル） 

横浜市旭区上白根町 1306 番 14、1354 番

28、1449番 134 

横浜市緑区台村町 1139番 63 の一部、 

1139番 94 の一部 

学校用地 12,062.94 

※擁壁及び境界沿いフェンスを含む 

 

 

 


